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1'-制限と格隣接効果及びその統一理論(A)
I'-Restriction and the Case-Adjacency Effeci， and its unified theory(A) 
阿部幸一T
KoichiABE 
Abstract : The preceding paper made c1ear that l' -Res住民tionis close1y re1ated with the Case-Adjacency Effect. We will investigate 
that what tnakes社leadverbia1 difference between English and French. After that， we will位Yto propose the most p1ausib1e 
exp1anation. 
We already noticed these differences in adverbia1 behavior between Eng1ish and French in Abe (1994)， where the C1itic Phrase and 
the Mod Phrase p1ay an important ro1e. These phrases work as an escape hatch for movement of adverbs. However， owing to the 
development ofthe linguistic theory， we cannot deal with these phenomena as they are. We must revise our approach 
O.序
この論文では、 fl'-制限と格隣接効果再訪Jという題の先の
論文で、明らかにされた副詞を巡る各言語聞の違いを、理論
的に説明することを目的とする。はじめに Iに制限を巡る英語と
仏語の違いを説明した、 Ernstρ002)から考察するニとにする。
1.1 Ernst (2002) 
Ernstは、仏語が示す Iに制限を説明するため、次のような主
張をしている。
(1) a.言語は、 TOが持つ素性に関して、二種類に分かれる。
i) Iに制限を受けない言語は、 TOは[十Disc]計C]の素性を持
イコ。
i) 1'-制限を受ける言語は、TOは[+Disc]，[-C]の素性を持
Jコ。
b. [+C] TOを持つ言語のみが、 T'への付加を許す。
c. T'への(統語的な)移動は不可能。(1'胆制限)
(Ernst (2002:399)) 
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(ここで、 [+Disc]とは、 illocutionaryforce， topichood， focusの
解釈といった discourseの概念と関係する。[+C]を持つ範曙は、
その投射内で付加詞が意味解釈規則を受けることを許す。一
方、[-C]を持つ範曙は、その投射内で付加詞に意味解釈を
与えることができない。)
具体例を示して、考察してみよう。 (Ernstの枠組みでは、副
詞は付加詞位置に自由に生成させ、いわば Spell-0utの段階
でfilter的に解釈される。)
(2) [TopP Clearly(，)[TPthis m副 er[T' clearly] will [AuxP clearly] 
have to be resolved soon. 
(2)で文副詞のclearlyは、 3つのいずれの位置でも可能である。
はじめの TopP位置は[+Disc]，[-C]を持ち、本来その位置で
は解釈できないが、 wh移動と同じような操作で、[+C]を持つ
範曙(CPか TP)の下で生成され、移動されたと考えられる。次
に TPの位置は[+Disc]，[ +C]を持つので、その投射内で正しく
解釈される。三番目の AuxPは[-Disc]，[+C]を持つので、その
投射内で正しく解釈される。
次に仏語の場合を考えてみよう。 Ernstは、仏語の例を挙げ
てはいないが、ここでは同様の分析を当てはめてみる。
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(3) [TopP Probablement (qu巴)[TPClaude [T' *probablement] a 
[AuxPprobablement] appe1e son chat. 
ここで、一番目と三番目の副詞は英語と同様に考えられ、正し
く解釈されると考えられる。しかし、英語と違い、仏語の場合に
はTOが[-C]の素性を持つというIに命日限により、 T'への付加が
許されないので、この限りでは、英語と仏語の違いは正しく説
明される。
1.2 Ernstの問題点
前の節では、文副詞の位置を巡る、英仏語の違いを、 Emst
の分析に基づいて見てきたが、ここではその問題点を考え、
できればその代案を提出したいと思う。
Emstの分析の最大の問題点は、良く知られた英仏語の副
詞に関する違いである「格隣接効果Jと、 Emstの言うiI'-制限」
がなんら関係なしに扱われていることである。ここでは、 Emst
の場合には格隣接効果がど、うやって扱われているのか見てみ
よう。
いわゆる、英語に見られる格隣接効果、つまり、副詞が動詞
と直接目的語の聞に現れることができないという、 (4)のような
例に対して、 Emstは次のように仮定している。
(4) *John has kissed amicably Mary. 
動詞はPredPに上昇し、直接目的語は[Spec，VP]にあるが、
英語固有の制限によって、副詞は VPの左方には付加されな
いという、方向性の原理(DirectionalityPrincip1e)によって説
明される。 (Emstは文章による説明のみ)
ここで、方向性の原理について考える。 Emstの方向性の理
論は、いわばKayne(1995)の非対称性の原理(Antisymmetry)
に対応するものであるが、その主な目的は付加詞の生起する
右方位置を説明するために、仮定されたものである。 Kayneの
枠組みでは、指定辞と付加詞の区別がなされず、付加詞が右
方に来ることは理論上許されない。しかし、実際の例を見ると、
どうしても右方に付加されていると考えざるをえないものがある。
例えば、文末に来る副詞などがその例である。
(5) Joe built the house poorly. 
(5)のような、文末に生じた副詞を説明するためには、 Stroik
(1996)のように、副調を補部の位置に生成させるか、または必
要以上の移動を考えざるをえない。しかし、これは副詞の解釈
から言って、正しい解決法とはいえない。
さらに Emstの方向性の原理を詳しく見ると、次のことが主張
されている。
(6) a.指定辞一主要部の配列型において、機能範曙が照合
する場合には、その方向性に従う。従って、指定辞は
普遍的に主要部の左に来る。
b.言語には主要部が先頭(左)に来るものと、後ろ(右)に
来るものがある。
(i)主要部が後ろ(右)に来る言語では、指定辞も補部も
付加詞もすべて主要部の左に来ると予測される。
(i)一方、主要部が先頭(左)に来る言語では、指定辞
は左に来ると予測されるが、補部の場合には、実際は
動調が上昇するので、主要部の右に来ることになる。
ところが、付加詞の場合には、 VP内では右に来ると
予測されるが、 VPより上の時には、右にも左にも生じ
ることができる。
(6b，i)に基づいて、 Emstの枠組みでは、右方の付加が許され
ることになる。
従って、 (4)のような問題の英語の格隣接効果に対しては、
単に VPの場合には左方付加されないとして記述されるだけ
である。しかし、それでは仏語の場合も、同様に許されないこ
とになってしまうが、 (7)から明らかのように、間違った予測をす
る。
(7) Jean embrasse souvent Marie. 
英仏語の格隣接効果の違いを説明するためには、 Emstの
方向性の原理だけでは不十分である。さらにまた、この節で見
てきたように、いわゆるι制限においても英語と仏語の違いは
際立っており、両者の関係をばらばらに説明したのでは、正し
い説明とはならない。格隣接効果と1'-制限は表裏一体の関係
にあると思われる。したがって、より実りある理論を打ち立てる
ためには、両者を統一的に扱わなくてはいけない。
2.1水野 σ003)
Iに制限の場合に、英仏語の違いはどこから来るのであろうか。
ここで、一つの考えとして、英語の法助動詞の存在が重要に
なると思われる。水野 (2003)によると、法助動詞が生じるよう
になったのは、 16世紀頃にModPhraseが確立されたためと仮
定されている。機能範轄の Modepi由 micとModrootの扱いに関し
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ては、幾分問題は残るが、この指摘は歴史的に言って正しい
と思われる。水野によると、英語の構造は、 16世紀を境にして
次のように構造が変わったと仮定されるo(Mod Phraseの提案
そのものは、既にAbe(1994)でなされている。)
(8)水野 (2003)の仮説.
1)16世紀以前のmoda1は、主動詞として根源的意味しか持つ
ていなかった。
2) Ear1y Modem English期に入り、 modalは主動詞のstaωsを
失い、今日のような助動詞に変化した。
3)陳述緩和の副調や主語指向の副調のような丈副詞は、 16
世紀までは様態の副詞として解釈されていた。
4) Early Modem English期に入札陳述緩和の副詞や主語指
向の笛IJ詞のような文副詞は、今日と同じような文副詞として
の意味を持つようになった。
5)この統語的説明として、機能範轄である Mod中出血C と
Modrotが 16世紀ごろに英語の句構造に導入された。
6)16世紀以前には、 Modep帥 ffilCとModrotといった機能範時
は存在せず、 modalは Vの下に生成され、主動詞として振
る舞い、根源的意味しか持たなかった。また、この時期には
Mod"明t阻 i担cとModrιE叩o削と凸し、つた機能範曙は存在しないため、
陳述緩和の副詞や主語指向の副詞のような文副詞は認認、可
されず、様態の読みをVより認可された。
(9) a.16世紀以前
CP 
/" 
C TP 
/"" 
T AspP 
/"" 
Asp VP 
/" 
V 
premodal 
b. 16世紀以降
CP 
/"" 
C ModP 
/"" 
Modepi自 mic TP 
/"" 
T ModP 
/"" 
Modrot AspP 
epistemic modal /"" 
Asp vP 
rootmodal /"" 
v 
(9a)では、 premodal(法助動詞になる前の状態)は Vの下に
生成されて、主動詞のように振舞っていた。また文副詞は、前
段階としてVと共に生成されて、様態の意味で述語副詞として
機能していた。 (9b)では、新たに ModPhraseが導入されるに
伴い、陳述緩和の法助動詞(epistemicmodal)はTの下に生成
され、 LFで Mode明 t蜘c町悶mi白cに移動されるo一方、根源的用法の法
助動詞(rootmodal)はModrotの下に生成され、顕在的にTに
移動すると仮定される。
水野が陳述緩和の法助動調と根源的用法の法助動詞に関
して、別々の生成及び派生の仕方を仮定するのは、次のよう
な一連の事実に基づいている。
(10)a主語指向の副詞は、陳述緩和の法助動詞に先行でき
ない。
(i) Pete should(甲批mic)canφllY(subj時間聞記d)have crept out of 
there by now. 
(i) ?*Pete carefulY(subject_ori出吋)should(叩蜘nic)have crept out of 
there bynow 
b.主語指向の副詞は、陳述緩和の副詞に先行できない。
(仰1り)P丹roωbα品bか似仇(やc申刷P抑1悶st畑e阻m凹1ゆc
ofth巴garden
(ο刷i)γ*Cωσrefiφu，砂か(su刈匂恥蜘e田叫ct但叩o町凶ri阻副t帥 Ma砿xprobα劫b(砂帆仇y穴均(布剛e叩申P戸1帥s
ofthe gard巴n
c.陳述緩和の副詞は、陳述緩和の法助動詞に先行も追従も
できる。
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(iり)Bi出llprobabZかY(仰e叩申P戸1帥s
(iり)Bi出lls幼hould(伸e叩P凶ermc吋)probαbZかY(伸e叩:pISはte阻m凹 幼ic)l吋hav巴lef武ibynow.耽 . 
d.陳述緩和の副詞は、根源的用法の法助動詞に先行も追従
もで、きる。
(i) Bi1l probably(明白mic)should(root) have left by now 
(i) Bill should(root)probably(叩iste血ic)have left by now. 
(但し、水野では主語指向の副詞と根源的用法の法助動詞
の関係については、触れていなし、。)1) 
(10a，b)の事実は、陳述緩和の法助動詞及びその指定辞位
置で認可される陳述緩和の副詞が、根源的用法の法助動詞
の指定辞位置で認可される主語指向の副詞よりも、構造上上
位にあるとしづ理由で説明される。
(1Oc，d)の場合に派生は幾分複雑。
(10'=10ci)陳述緩和の副詞が、陳述緩和の法助動詞に先行
する場合.
ModP 
/"'-
Mod甲町mic TP 
/"'-
Bill T' 
/"'-
probably(叩istemic) T' 
/"'-
T AspP 
/"'-
tsubj Asp' 
should(epistemic) /'"、
Asp vP 
乙ミ〉
九州 leftbynow 
この構造で、陳述緩和用法の法助動詞 shouldは Tに生成さ
れる。陳述緩和の副詞は Tの指定辞位置に生成され、さらに
LFで認可されるため Modep回目icに上昇する。
(10"= 1 Ocii)陳述緩和の副詞が、陳述緩和の法助動詞に追
従する場合:
ModP 
/"'-
Modepistemic TP 
/"'-
Bill T' 
/"'-
T AspP 
/"'-
I probably(叩帥mic) AspP 
shoul~申stemic) / "'-
ts由d Asp' 
/"'-
Asp vP 
/"'-
tsubj le武bynow
この構造で、陳述緩和の副調はAspPの付加詞位置に生成さ
れるが、さらにLFで認可されるため Modep帥凹cに上昇する。
(10"'=10di)陳述緩和の副詞が、根源的用法の法助動詞
に先行する場合.
ModP 
/"'-
Mod中stemic TP 
/"'-
Bi1l T' 
/"'-
probablY(epistemic) T' 
/"'-
T ModP 
/"'-
tsubj Mod' 
shouldi / "'-
Modrot AspP 
h 
/"'-
tsubj Asp' 
/"'-
Asp vP 
乙ふ
have left by now 
この構造で、陳述緩和の副詞は根源的用法に先行している。
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(10""=10dii)陳述緩和の副詞が、根源的用法の法助動詞
に追従する場合:
ModP 
/~ 
恥10depぉtemic TP 
/~ 
Bill T' 
/~ 
T ModP 
/ ~ 
Ip戸ro油ba油bl砂Y(剛e叩申P戸1刷s
sぬho∞u1di / ~ 
t5ubj Mod' 
/~ 
Modrot AspP 
/~ 
tsubj Asp' 
ti / ~ 
Asp vP 
| 乙ふ
have 1eft by now 
この構造で、陳述緩和の副詞probab1yはMod(root)pの付加位
置に生成されるが、 LFでModep蜘 UlCに認可されるため上昇す
ると仮定される。
これらの説明に関して、私は以下のように考える。
水里子の分析では、 (ο10")に場合には陳述緩和の副詞を
As叩pPに生成させており玖、 (ο10"円勺，円ワ')でで、は、さらに同じ副調を根源
的用法の投射である Mod九〈令加伽ro∞叫ot)pにまで生成されることは、本来
MO<I(叩甲15耐t脂e悶皿血icl戸Pに生成されるべきものを、この位置に生成させる
のは、意味的におかしいと思われる。
ここでの議論は、主語指向の副詞が陳述緩和の副詞及び
法助動詞に先行できないという作用域に関わる意味的現象と、
陳述緩和の副詞が、陳述緩和の法助動詞及び根源的用法の
法助動詞のいずれの側にも現れるとしづ統語的現象を一緒に
扱おうとしているところに問題があると思われる。いずれ、副詞
に関わる作用域の問題は扱う予定であるが、これは意味的な
説明が妥当と思われる。したがって、統語的な現象にだけ焦
点を当てて考えると、文副詞と法助動詞の語順に関して、水
野のような複雑なメカニズムは必要ないと思われる。
すなわち、 ModPを一つ立てるだけで十分である。従って、
陳述緩和の副詞が(陳述緩和及び根源的用法の両方の)法
助動調の前後に来ることができるのは、陳述緩和の副調が
ModPの両側に来ることができるとし、うことに他ならない。一方、
主語指向の副詞は、陳述緩和の副詞及び法助動調に先行で
きないとし、うことは、作用域による説明、つまり主語指向的読
みは陳述緩和的読みより作用域が広くないとしづ意味的な説
明によって区別されると考えられる。
また、水野の観察では、法助動詞の根源的用法は、 OEか
ら見られるので、 16世紀に突然、根源的用法の法助動詞と陳
述緩和用法の法助動詞の機能範曜が別々に起こったとし、うの
は、理論的におかしい。
陳述緩和の用法は、根源的用法の中に内包されていたが、
16世紀になって、根源的用法から飛び出たとした方が分かり
易い。統語的に言っても、両者に意味的な違いは見られるが、
統語的な振る舞いの違いはなし立思われるので、ことさら別の
機能範曙を立てる必要はないように思われる。 2)
この私の説明の最大の利点は、陳述緩和の副詞に関する
統語的現象を説明するのに、水野(2003)のように、二つの
ModPを巡る、複雑なメカニズ、ムが必要なくなるということで、ある。
また、歴史的説明として、 ModPがEarlyModem English期に
登場したとしても、それがし、きなりTPを挟んで上下に二分化さ
れると仮定するのは、飛躍があると思われる。
但し、 ModPhraseが16世紀に英語に導入されたという説は、
ここで、扱っている1'-制限に関して、かなり魅力的な説明になる
と思われる。つまり、英語と仏語を巡る副詞の振る舞いの違い
は、英語が(9b)のような構造(但しModPはTPの上のみ限定)
に変化したために、もはやIに制限の構造で、なくなったと考えた
方が自然である。
2.2格隣接効果との関係
先の論文の格隣接効果の項のところでも、観察したように、
英語でも ME期には接語が存在し、副詞が動詞と目的語の聞
に来ることができたとしづ主張が Lightfoot(1979)で、なされてい
る。(再述)
(11) Ich hit wulle heortlicher 
1 it want very much 
(c.1225 Ancrene Wisse 199，23 (Roberts(1985)) 
(12) ME期において、軽い副詞は規則的に直接動詞の後の
位置(つまり動詞と目的語の間)に現れることができたが、
Early New Eng1ish期あたりから、可能で、なくなった。:
*he wrote well the poem， *he touches lightly her shou1der 
(Lightfoot (1979，177-8)) 
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(13) aかつて英語には、接語が存在し、副詞も動詞と目的語
の聞に生じることができた。
b.英語では、中世期まで文副詞は存在しなかった。
c.英語では、中世期まで法助動詞という範時は確立して
いなかったO
d. 16世紀に入り、英語は接語を消失し、それに伴い、副
詞は動詞と目的語の聞には生じることができなくなった。
(格隣接効果が生まれる。)また、陳述緩和用法の法助
動詞および文副調が確立され、それを認可する範曙
が確立された。
e.仏語の場合には、接語が存在し、副詞も動詞と目的語 b.仏語
の聞に生じることができる。文副詞の部分については、 AGR-OP 
このことから、英語における接語の消失と格隣接効果が同
時進行し、その変化が生じたのは、水野の仮定する 16世紀頃
だと仮定する。そして、以上のことを総括し、水野の説も部分
的に採用すると、次のことが仮定される。
明確でないが、法助動詞という範曜が確立されたという
積極的な理由はないので、主動詞として振舞うと仮定
されるので、これが1'-制限を説明する。
同様な仮定は、 Pollock(1989，418的にも見られる。そこでは、
英語の初期の段階は、仏語と似ていると仮定されていて、英
語の変化はAGRparameterにおける変化、つまり 0役割付与
が透明性(transparency)から不透明性(opacity)に変化した。
言い換えると、 Chomsky(1993)の用語では、昨ongV-fea初胞
からweakV-featureに変化したとされる。
Pollockの仮定は、かなり我々の考えに近し、ものであるが、
接語や法助動詞を考慮に入れていないので、副詞に関する
英語と仏語の違いを説明するのには、十分とは言いがたい。
3.統一理論の確立へ
3.1 Abe (1994)再訪
Abe (1994)では、格隣接効果と接語の存在が密接な関係に
あるとして、それを構造的に関係づける試みを行った。その際
に、接語を導入する CliticPhraseの存在が、その指定辞位置
を副詞の位置として使えるかどうかで、格隣接効果が生じるか
どうかを説明した。これを図形的に示すと次のようになる。
(14) a.英語:
AGR-OP 
Spec/ "-
AGR-O' 
/"-
AGR-O VPj 
/"-
John V'j 
/"-
V VP2 
/"-
often V'2 
/"-
kisses Mary 
?
?
?
?
???????
AGR-O VPj 
/"-
Jean V'j 
/"-
v C1itic P 
/~ 
Spec C1itic' 
/"-
Clitic VP2 
/"-
souvent V'2 
/"-
V NP 
巴mbrasse Marie 
(14a)の英語の構造では、動調はvの位置に上昇するが、する
と目的語は VP2の指定辞位置で認可される必要がある。しか
し、聞に副詞が生じているため、目的語が副詞を越えて認可
されることは、最小連結条件(=Minima1Link Conditon、後に
近接性の条件(At回 ctClosest))に抵触するので、これによって
格隣接効果が説明される。
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(15)近接性の条件:(At仕actC10sest) 
αcan raise to target K only if there is no 1egitimate operation 
Move s targeting K， where s isclos巴:rtoK. 
一方、 (14b)の仏語の構造では、接語の生じる CliticPhraseが
あるため、同じく動詞はvの位置に上昇するが、聞に副調が生
じていても、目的語が CliticPhraseの指定辞位置をいわば
escape hatchとして利用でき、その場所で認可されるので、格
隣接効果を免れることが可能となる。
次に、この説明をl'ー制限と法助動詞との関係に着目して、
応用して見る。格隣接効果の場合には、 CliticPhras巴が重要
な役割を果たしたが、 Iに制限の場合には、それに対応するも
のとして、 ModPhraseを仮定する。 ModPhraseとは、英語特有
の陳述緩和用法や根源的用法を持つ法助動詞や、陳述緩和
用法的な文副調を認可する投射と仮定する。すると、英語と仏
語の1'-制限を巡る構造的な違いは次のように表される。但し、
ここでは水野とは具なり、法助動詞の用法の違いによる、 Mod
Phraseの投射位置を区別せず、単一の範曙として扱う。
(16) a.英語
AGR-SP 
/"-. 
Spec AGR-S' 
/"-. 
AGR司S ModP 
/"-. 
Mod TP 
/"-. 
T AGR-OP 
/"-. 
Spec AGR凶0'
/"-. 
AGR-O VPj 
/"-. 
Sub V'j 
/"-. 
V VP2 
/"-. 
Spec V'2 
/"-. 
V Obj 
b.仏語 3)
AGR-SP 
/"-. 
Spec AGR-S' 
/"-. 
AGR-S TP 
/"--.. 
T AGR司OP
/"-. 
Mod Spec AGR欄0'
/"-. 
AGR-O VPj 
/"-. 
Su匂 V'j
/"--.. 
v Clitic P 
/"-. 
Spec Clitiピ
/"-. 
Clitic VP2 
/"-. 
Spec V'2 
/"-. 
V Obj 
具体例として、まず英語の場合を考察する。(議論に直接関係
のない構造は省く。)
(l7)a. [AGR-SP John [AGR_s，probably [AGR-S' hasi [ModP t"'i [TP tヘ
[AGR-OP l' i [vp ti made several mistakes ]]]] 
b. [AGR-SP John [AGR_S，hasi [Mod-P probably [ModP t"'i [TP t"i 
[AGR-OP 1'i [VP ti made several mistakes]]]]]]]] 
英語の場合には、 ModPhraseが存在するので、それがその投
射内で副調を認可すると仮定される(17b)o(文副詞は一般に
話者の態度を示すので、 Modalityの一種と考えられる。)さら
に、英語の ModalはModPhraseの主要部を形成するので、
EPPを満足するために、 TがModalと共にAGR個別こ上昇され
ると、 ModalのdomainはAGR-SPにまで拡大されて、(l7a)が
許される。
つぎに仏語の場合を考察する。
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(18)a. * [AGR-SP Jean [AGR_s'probablement [AGR-S' aj [TP t"j 
[AGR-OP t' j [vP tj fait p1usieurs erruers ]m]]]] 
b. [AGR-SP Jean [AGR-S' aj [TPprobablement [TP t''i 
[AGR-OP t' j [vP tj fait p1usieurs巴町uers]]]] 
仏語の場合には、 Moda1は Tの下に生成されると仮定される
ので、 (18b)の場合には副調は TPの指定辞位置に起こってい
るが、 Moda1のdomain内にあると仮定されるので、正しく解釈
されるとする。一方、 (18a)の場合には、英語と違い仏語には独
立した範轄としてModPhraseが確立していないので、副詞が
TPの範囲を越えて AGR-S'に生じた場合には、 Moda1の
domainは TPを越えることはできないので、認可されないこと
になり、これが仏語の持つIに制限を説明する。
水野(2003)も Abe(1994)に基づくここでの分析も、 Mod
Phraseを法助動詞と文副詞の両方の認可の場所と仮定してい
るところは、共通しているが、法助動詞を巡る機能範曜に扱い
方に違いが見られる。
3.2 2.2節では、 Pollockの分析を紹介し、そこでは格隣接効
果と Iに制限との関係が明確で、ないと批判したが、ここでは両
者を結びつける、英語の歴史的考察を試みる。もう一度整理
すると次のようになる。
(19)英語は OE，MEで、は接語を持っており、従って格隣接効
果を生じなかった。また文副詞も法助動詞も確立してい
なかったので、 Iに制限を守っていたと仮定される。従って、
これらの時期は、仏語と同様に、 C1iticPhraseを持つが、
ModPhraseはまだ、確立されていなかったと仮定される。
次に、 EarlyModemに入ると、英語は接語を捨て、文副
詞も法助動詞も確立されるわけであるが、このことは構造
的には CliticPhraseの消失と、 ModPhraseの確立として
説明される。
次の問題は、なぜ接語の存在と文副詞及び法助動詞の確
立が連動するのかという問題である。いままでは単に統語的な
事実を述べたに過ぎない。
英語の歴史を考えると、英語で接語が消失した一番の原因
は、動調の持つ格付与能力が弱まったために、接語を含めた
主語や目的語など、の項の格変化も弱まったと想定される。言
い換えると、動詞の持つV素性が弱まり、その代わりとして、語
順が統語的に重要な要因を持つようになった。また、英語は
発達の段階で、(動詞も名詞も含めて)ほとんど格変化を消失
したため、もはや項も自由な位置に生じることができなくなり、
格素性を失った接語も同様に認可されにくくなり、代わって動
詞と目的語問品、った構造上の隣接関係が確立していったと
考えられる。(英語はV移動しなくなる。)
法助動詞の確立の場合にも、動詞の持つ V素性の弱体化
が関係していると思われる。動詞が弱体化するに伴って、否定
文や疑問文などでは、助動詞の doの助けを必要になり、また
英語特有の現象として、法勃動詞が確立したと考えられる。そ
して、法助動詞の確立に伴い、主語と動調の密着度を示すIに
制限に従う必要がなくなり、その位置に副詞が現れることが可
能となった。英語の歴史的変化を分かり易くすると、次のように
なる。
(20) Early Modem期:
動詞のV素性が弱まる:
i)→接語の消失→(語順の確立)→格隣接効果の出現
i)→(V移動の消失)→法助動詞の台頭→Iに制限の消失
大体の流れとしては、 (20)は正しい方向にあるように思われ
る。しかし、その後の極小主義理論内における理論発展に伴
い、必要以上の機能範轄を認めなし、とする立場からは、 C1itic
PhraseやModPhraseといった機能範時は問題になり得る。ま
たCliticPhraseとModPhraseをいわばescapehatchとして用
いた分析は、その元になっている、 Equidistance(等距離)4)と
いう概念そのものが不要と考えられるにつれて、 Abe(1994)に
基づく今までの分析は、充分に機能しない。
そこで、いままで、明らかにされたことを含意しつつ、新たな理
論を打ち立てる必要がある。
(注)
1) Jackendoff (1972)では、話者指向的副詞(水野の陳述緩
和の副調に相当)と陳述緩和の法助動詞には類似性は見ら
れるが、主語指向的副詞と根源的用法の法助動詞との聞に
は、それほどの類似性は見られないとしているので、水野のよ
うに、主語指向的副認と根源的用法の助動詞を同じ投射内で
生成させるのは、問題が残るように思われる。
2)法助動詞の確立と文副詞の確立が、単なる偶然か必然とい
う問題と時期的に同時だ、ったかどうかとしづ問題(少なくとも水
野の観察では、法助動詞の確立に比べて、丈副詞の方はそ
れ程急ではなかったとされている)については、統語的説明と
意味的説明の混合があると思われる。つまり、法助動詞品、う
範曙が確立したというのは統語的事象であるが、高IJ詞を認可
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するのは意味的事象なので、それを説明するのに統一的に統 3)ここでの分析は、あくまで Abe(1994)の修正に留まってい
語的分析を用いると誤解が生じる。確かに、 Choms匂は指定 るので、仏語の場合に、法助動詞をModのまま、 TPの下に生
辞 主要部という照合のメカニズムを用いて、統語的現象を 成させることについては、問題が生じるかもしれない。水野
説明しており、それを意味的分析に応用すること自体は、可能 (2003)のように、premodalとしてVPの下に生成させるとし、う可
である。例えば、 wh解釈など、その例と思われるが、こと副詞 能もあるが、ここではそれ以上、追求しないことにする。
に関しては、統語的な素性に関わらないなど、この分析には 4) Equidistance:(Choms匂 (1993)):If a， s are in the same 
問題がある。 minimaldomain， they are equidistant企omγ
(参考文献については、続編のBに掲載する。)
(受理平成17年3月17日)
